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(57)【要約】
【課題】　ドループ現象を引き起こすことなく、静的な
消費電力を低減する送波回路を備えた超音波診断装置を
提供する。
【解決手段】　診断用途に対応する送波信号を第1の増
幅器10で増幅し、この第1の増幅器の出力を第2の増幅器
11で増幅して超音波探触子の振動子を駆動する。前記第
2の増幅器11は、出力電圧の中心レベルに対して正の極
性と負の極性の直流電源±HVで動作するPチャンネルMOS
FET12とNチャンネルMOSFET13の2組のMOSFETで構成され
る相補型ソース接地増幅器であって、
　この増幅器と前記直流電源±HVとの間に、アイドリン
グ電流抑制用抵抗(15、18)と前記2組のMOSFETのソースS
を高周波的に接地するコンデンサ(14、17)との並列接続
体と逆並列にツェナーダイオード16、19を接続して電圧
リミッタ回路を構成する。この電圧リミッタ回路で前記
コンデンサ14、17の電圧を所定値以下に制限する。　　
　
【選択図】　　図2
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　操作手段で設定した診断用途に対応する送波信号を増幅して超音波探触子の振動子を駆
動するためのパルス波又は連続波を発生する送波回路を備えた超音波診断装置であって、
前記送波回路は、前記送波信号を増幅する第１の増幅器と、この第１の増幅器の出力を増
幅するための出力信号の中心レベルに対して正の極性と負の極性の直流電源で動作する第
２の増幅器とを有し、前記第２の増幅器は、ＰチャンネルとＮチャンネルの２組のＭＯＳ
ＦＥＴで構成された相補型ソース接地増幅器と、前記２組のＭＯＳＦＥＴの各ソースと前
記正の極性及び負の極性の直流電源間に接続された抵抗とコンデンサとの並列接続体と、
この並列接続体のコンデンサの電圧が所定値以上に上昇した場合にのみ前記抵抗が低抵抗
となる抵抗可変手段と、を備えたことを特徴とする超音波診断装置。
【請求項２】
　前記抵抗可変手段は、前記並列接続体のコンデンサの電圧を所定値以下に制限する電圧
リミッタ手段を備えたことを特徴とする請求項1に記載の超音波診断装置。
【請求項３】
　前記電圧リミッタ手段は、前記コンデンサと並列に逆バイアスとなる極性に定電圧ダイ
オードを接続したことを特徴とする請求項２に記載の超音波診断装置。
【請求項４】
　前記電圧リミッタ手段は、前記コンデンサの電圧を所定値以下に放電させるための前記
コンデンサと並列に接続された放電手段を備えたことを特徴とする請求項２に記載の超音
波診断装置。
【請求項５】
　前記放電手段は、前記コンデンサの電圧が所定値になったとき該コンデンサを短絡する
ように動作するスイッチであることを特徴とする請求項４に記載の超音波診断装置。
【請求項６】
　前記スイッチは、トランジスタであることを特徴とする請求項５に記載の超音波診断装
置。
【請求項７】
　さらに、前記第２の増幅器の出力端と接地間に、直流信号に対しては低インピーダンス
となり、交流信号に対しては高インピーダンスとなるインピーダンスを接続したことを特
徴とする請求項１乃至６のいずれか１項に記載の超音波診断装置。
【請求項８】
　さらに、前記第２の増幅器の出力電圧を前記第１の増幅器に交流負帰還する交流負帰還
手段を備えたことを特徴とする請求項１乃至７のいずれか１項に記載の超音波診断装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、主に医療用に用いられる超音波診断装置に係り、特に超音波振動子を駆動す
るための送波回路のドループ現象を防止すると共に消費電力を低減する技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　医療用の超音波診断装置は、超音波探触子から被検体に超音波を照射し、該超音波探触
子を介して受信したエコー信号に基づいて前記被検体の断層像等を再構成し、この再構成
した断層像等を表示装置に表示して診断に供するものである。
【０００３】
　このような超音波診断装置において、前記探触子の駆動には高電圧パルスが用いられて
おり、その高電圧パルスを発生する回路である送波回路には、任意の送波信号を増幅でき
るように、PチャンネルとNチャンネルの高耐圧の電界効果トランジスタ(Metal Oxide Sem
iconductor Field Effect Transistor;MOSFET)を組み合わせた相補型ソース接地増幅器が
特許文献1に開示されている。
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【０００４】
【特許文献１】特開2006－122449号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　近年、超音波診断装置においては携帯型の普及に加え、高画質化のためチャンネル数の
増加が進んでおり、低消費電力化が重要な課題となっている。　
　このため、特許文献1の図3に示すように、MOSFETのゲートバイアス電圧V1をON/OFFする
スイッチング回路を用いて、第1段の増幅回路の入力が無い状態、いわゆるアイドリング
状態ではゲートバイアス電圧V1をOFFにすることやアイドリング電流を抑えるために抵抗1
7及び18を高抵抗とすることなどの方法がとられている。
【０００６】
　しかし、ゲートバイアス電圧V1をON/OFFする手段は、抵抗21とデカップリングコンデン
サ19及び20の時定数により高速に動作させることが難しい。　
　したがって、パルス波の繰り返し周波数を高くすることには限界がある。
【０００７】
　また、特許文献1の送波回路は、交流信号入力時に前記MOSFETのソース端子を高周波的
に接地して高ゲインにするための工夫がなされていない。　
　このためには、直流のアイドリング電流を抑えるための抵抗17及び18と並列に高周波接
地用コンデンサを接続することが考えられる。
【０００８】
　しかし、前記高周波接地用コンデンサを設け、アイドリング電流を小さくするために抵
抗17及び18を高抵抗にすると、抵抗17、18と前記高周波接地用コンデンサの時定数が大き
くなり、高繰り返し周波数にて動作させた場合もしくは連続波で動作させた場合において
、出力振幅が減衰するというドループ現象が顕著に生じる。
【０００９】
　この結果、前記MOSFETのソース電位が過度に上昇するために、該MOSFETはONになりにく
い状態となって所望の出力が得られないものとなる。
【００１０】
　これを解消するためには、前記抵抗17及び18の抵抗値を小さくしなければならないので
、アイドリング電流が大きくなり、この結果、消費電力が増大するものとなる。
【００１１】
　そこで、本発明は、ドループ現象を引き起こすことなく、静的な消費電力を低減する送
波回路を備えた超音波診断装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　上記目的は、以下の手段によって達成される。すなわち、操作手段で設定した診断用途
に対応する送波信号を増幅して超音波探触子の振動子を駆動するためのパルス波又は連続
波を発生する送波回路を備えた超音波診断装置であって、前記送波回路は、前記送波信号
を増幅する第1の増幅器と、この第1の増幅器の出力を増幅するための出力信号の中心レベ
ルに対して正の極性と負の極性の直流電源で動作する第2の増幅器とを有し、前記第2の増
幅器は、PチャンネルとNチャンネルの2組のMOSFETで構成された相補型ソース接地増幅器
と、前記2組のMOSFETの各ソースと前記正の極性及び負の極性の直流電源間に接続された
抵抗とコンデンサとの並列接続体と、この並列接続体のコンデンサの電圧が所定値以上に
上昇した場合にのみ前記抵抗が低抵抗となる抵抗可変手段とを備えたことを特徴とする。
【００１３】
　前記抵抗可変手段は、前記並列接続体のコンデンサの電圧を所定値以下に制限する電圧
リミッタ手段であって、具体的には以下のとおりである。
【００１４】
　(1)前記コンデンサと並列に逆バイアスとなる極性に定電圧ダイオードであるツェナー
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ダイオードを接続し、前記コンデンサの電圧を前記ツェナーダイオードのツェナー電圧以
下に制限する。
【００１５】
　(2)前記コンデンサの電圧を所定値以下に放電させるための前記コンデンサと並列に接
続された放電手段を備え、この放電手段は、前記コンデンサの電圧が所定値になったとき
に該コンデンサを短絡するスイッチである。このスイッチは、回路が簡単になることから
トランジスタが望ましい。
【００１６】
　さらに、出力の直流電圧レベルが0Vから大きくずれないようにするために、前記第2の
増幅器の出力端と接地間に、直流信号に対しては低インピーダンスとなり、交流信号に対
しては高インピーダンスとなるインピーダンスを接続する。
【００１７】
　さらに、出力電圧の高調波成分を低減するために、前記第2の増幅器の出力電圧を前記
第1の増幅器に交流負帰還する交流負帰還手段を設けた。
【発明の効果】
【００１８】
　PチャンネルとNチャンネルの2組のMOSFETで構成された相補型ソース接地増幅器に、前
記MOSFETのソース電位の上昇を防止すると共にアイドリング電流の低減を図るための抵抗
可変手段を設けることによって、超音波探触子の振動子に印加される送波電圧を時間が経
過しても減衰させることなく一定にすることができる。これによって、アイドリング電流
の低減とドループ現象の防止の両立が可能となり、高画質化のためチャンネル数を増加し
ても低消費電力化が可能な超音波診断装置を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１９】
　以下、添付図面に従って本発明の超音波診断装置の好ましい実施の形態について詳細に
説明する。
【００２０】
　なお、本発明の実施の形態を説明するための全図において、同一機能を有するものは同
一符合を付け、その繰り返しの説明は省略する。
【００２１】
　図1は、本発明に係る超音波診断装置の全体構成図である。この超音波診断装置1は、診
断用途に対応した操作信号を設定するコントロールパネル2と、前記操作信号に応じて装
置全体を制御する制御部3と、この制御部3から出力される送波信号を増幅する送波回路4
と、この送波回路4の出力電圧が印加されて超音波を発生して被検体に照射し、該被検体
からのエコー信号を検出する探触子5と、この探触子5で検出してエコー信号を受信する受
波回路6と、この受波回路6で受信したエコー信号を処理して超音波画像を構成する超音波
画像構成部7と、この画像構成部7で構成した超音波画像や診断結果等を表示する表示部8
と、を備えて構成される。
【００２２】
　このように構成された超音波診断装置の本発明の特徴に係る送波回路の実施形態につい
て詳しく説明する。
【００２３】
《第1の実施形態》
　図2は、本発明の超音波診断装置に用いる送波回路4の第1の実施形態である。この送波
回路4は、図2に示すように、制御部3からの送波信号(a)を増幅する演算増幅器で構成され
た第1の増幅器10と、正の極性の直流電源＋HVと負の極性の直流電源－HVで動作するPチャ
ンネルとNチャンネルのMOSFETとを組み合わせた第2の増幅器である相補型ソース接地増幅
器11と、を備えて構成される。
【００２４】
　前記第2の増幅器11は、前記PチャンネルのPMOSFET12と前記NチャンネルのNMOSFET13の
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ドレインD同士を直列に接続し、前記正の極性の直流電源＋HVとPMOSFET12のソースSとの
間に、コンデンサ14と抵抗15の並列接続体を接続し、この並列接続体と逆並列に定電圧ダ
イオードであるツェナーダイオード16を接続する。同様に、前記負の極性の直流電源－HV
とNMOSFET13のソースSとの間にコンデンサ17と抵抗18の並列接続体を接続し、この並列接
続体と逆並列にツェナーダイオード19を接続する。　
　なお、前記逆並列とは、前記ツェナーダイオード16のカソードが直流電源＋HVに、アノ
ードがPMOSFET12のソースSに接続され、前記ツェナーダイオード19のカソードがPMOSFET1
2のソースSに、アノードが直流電源－HVに接続されることを意味する。
【００２５】
　そして、前記第1の増幅器10の出力端子に直流電圧分をカットするためのデカップリン
グコンデンサ20及び21の一端を接続し、これらのデカップリングコンデンサの他端を前記
PMOSFET12とNMOSFET13のそれぞれのゲートGに接続する。
【００２６】
　前記PMOSFET12とNMOSFET13のバイアス電圧Vb1及びVb2は、前記PMOSFET12とNMOSFET13の
それぞれのゲートGにバイアス電圧を与えるためのもので、抵抗22及び23を介してゲートG
に印加される。
【００２７】
　前記抵抗15と18は、前記第1の増幅器への入力が無い状態、いわゆるアイドリング状態
時に、前記バイアス電圧Vb1及びVb2による前記PMOSFET12とNMOSFET13に流れる電流である
アイドリング電流を抑制するためのものである。この直流のアイドリング電流は、前記の
ように前記第1の増幅器への入力が無い状態においても、常時流れるために静的な消費電
流となるので、低消費電力化の観点から前記抵抗15と18は高抵抗にする必要がある。
【００２８】
　前記コンデンサ14と17は、前記PMOSFET12とNMOSFET13のゲートGへの交流信号入力時に
該PMOSFET12とNMOSFET13のソースSを高周波的に接地して第2の増幅器11を高ゲイン増幅器
とするために設けたものである。
【００２９】
　また、一般に前記PMOSFET12とNMOSFET13の最小の導通電圧である閾値電圧は異なり、こ
れによって両MOSFETの前記アイドリング電流に差が生じるので、この差電流を抵抗24に流
し、出力の直流電圧レベルが0Vから大きくずれないようにしている。
【００３０】
　前記ツェナーダイオード16、19は、出力端子から出力される出力電圧(抵抗24の両端電
圧)が時間の経過に伴って減衰するドループ現象を防止するためのものである。ここで、
前記ツェナーダイオード16、19を設けないで、高繰り返し周波数で動作させた場合に見ら
れるドループ現象について図2及び図3を用いて説明する。
【００３１】
　図2のNMOSFET13側において、該NMOSFET13のソースS―ドレインD間に、前記第1の増幅器
10の出力電流に重畳して前記アイドリング電流が流れるのは、前記第1の増幅器10の出力
電圧(b)が正の半周期中である。
【００３２】
　この半周期の期間に、前記NMOSFET13のソースSを高周波的に接地するためのコンデンサ
17には、前記NMOSFET13のソースS―ドレインD間に流れる電流が流れるので電荷が蓄積さ
れる。これによって、コンデンサ17の両端電圧が上昇し、ソースSの電位が上昇する。
このようにしてコンデンサ17に蓄積された電荷は、第1の増幅器10への入力信号が負の半
周期中若しくは第1の増幅器への入力が無入力の状態時にNMOSFET13のソースSに接続され
た抵抗18を介して放電される。
【００３３】
　このように、NMOSFET13のソースSに接続された抵抗18は、上記アイドリング電流を抑制
する働きを有する共にコンデンサ17に蓄積された電荷を放電する働きも有する。
【００３４】
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　しかしながら、消費電力を低減するために前記抵抗18を高抵抗にすると、前記放電の時
定数が長くなるために、繰り返し周波数が高い場合や連続波を送波する場合においては、
コンデンサ17に蓄積された電荷は十分に抜けきらない。
【００３５】
　そのため、コンデンサ17の両端電圧は、前記NMOSFET13のソースS―ドレインD間に前記
のような電流が流れる度に上昇し続ける。この結果、ソースSの電位が過度に上昇するた
めに、NMOSFET13は導通しにくい状態となって、図3に示すように、出力電圧の振幅が時間
の経過に伴って減衰するというドループ現象が生じる。同様のドループ現象は、PMOSFET1
2側においても生じる。
【００３６】
　このような出力電圧が減衰するドループ現象は、PMOSFET12及びNMOSFET13のソースを高
周波的に接地するためのコンデンサ14、17の電圧を所定値以下になるようにすることによ
り防止することができる。
【００３７】
　すなわち、上記アイドリング電流を低減するための抵抗15、18は、前記コンデンサ14、
17の電圧がある一定の電圧以上に上昇した場合にのみ低抵抗にすれば良い(抵抗可変手段)
。前記ツェナーダイオード16、19は、前記コンデンサ14、17の電圧を所定値以下にして(
電圧リミッタ手段)、ドループ現象を防止するために設けたもので、以下のように動作し
てドループ現象は防止される。
【００３８】
　図2において、ツェナーダイオード16及び19のツェナー電圧は、第1の増幅器10への入力
信号が無い状態において、PMOSFET12、NMOSFET13の各ソースSに接続されたコンデンサ14
及び17の両端に印加される電圧、すなわちバイアス電圧Vb1及びVb2からPMOSFET12及びNMO
SFET13の閾値電圧を差し引いた電圧より僅かに高い値に設定する。
【００３９】
　このように、ツェナーダイオード16、19のツェナー電圧を設定することによって、第1
の増幅器10への入力信号が無入力の状態においては前記ツェナーダイオード16、19は高抵
抗の状態となる。
【００４０】
　次に、前記のようにツェナー電圧を設定することによって、ドループ現象を防止するこ
とができることについて説明する。
【００４１】
　前記のように、図2のNMOSFET13側において、該NMOSFET13のソースS―ドレインD間に、
前記第1の増幅器10の出力電流に重畳して前記アイドリング電流が流れるのは、前記第1の
増幅器10の出力電圧(b)が正の半周期中である。この半周期の期間に、前記コンデンサ17
には電荷が蓄積される。
【００４２】
　このようにして蓄積された電荷は、ソースSに接続された抵抗18が高抵抗である場合に
おいては、ほとんど放電されることなく蓄積し続けるが、コンデンサ17の両端電圧がツェ
ナー電圧以上となった場合には、ツェナーダイオード19の動作抵抗が低抵抗となるために
、これを介してコンデンサ17内に蓄積された電荷が放電される。したがって、コンデンサ
17の両端電圧はツェナー電圧以上に上昇することは無い。そして、コンデンサ17内に蓄積
された電荷が放電されてコンデンサ17の両端電圧がツェナー電圧以下となった後には、再
びツェナーダイオード19は高抵抗の状態となって、アイドリング電流は抑制される。
【００４３】
　上記NMOSFET13側と同様に、PMOSFET12側のツェナーダイオード16が動作して、コンデン
サ14の両端電圧はツェナー電圧以上に上昇することは無く、該コンデンサ14の両端電圧が
ツェナー電圧以下となった後には、再びツェナーダイオード19は高抵抗の状態となってア
イドリング電流は抑制される。
【００４４】
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　このように、第1の実施形態による送波回路によれば、適切なツェナー電圧のツェナー
ダイオード16及び19を選択することでPMOSFET12及びNMOSFET13のソースSの電位の上昇を
防ぐことができ、これによってドループ現象を引き起こすことなく、アイドリング電流を
抑制する抵抗15及び18を高抵抗化して静的な消費電流であるアイドリング電流を低減する
ことが可能となる。
【００４５】
　次に、上記図2の送波回路4を用いた本発明の超音波診断装置の動作について説明する。
【００４６】
　(1)図1のコントロールパネル2で設定した操作信号により、制御部3から図2の(a)に示す
正弦波の入力信号が第1の増幅器10に入力されると、該第1の増幅器10は前記入力信号が増
幅された(b)の交流電圧を出力する。
【００４７】
　(2)前記(b)の交流電圧がPMOSFET12とNMOSFET13のゲートGに印加されると、これらのPMO
SFET12とNMOSFET13は導通、非導通動作する。
【００４８】
　(3)すなわち、前記(b)の交流電圧の正の半周期の期間は、PMOSFET12は非導通となり、N
MOSFET13は導通して電流が流れる。このPMOSFET12の非導通の期間に、前記PMOSFET12のソ
ースSを高周波的に接地するためのコンデンサ14の電圧が所定値以下になるようにツェナ
ーダイオード16が動作して該コンデンサ14の電圧を放電する。
【００４９】
　(4)前記(b)の交流電圧の負の半周期の期間は、PMOSFET12は導通して電流が流れ、NMOSF
ET13は非導通となって電流は流れない。このNMOSFET13の非導通の期間に、前記NMOSFET13
のソースSを高周波的に接地するためのコンデンサ17の電圧が所定値以下になるようにツ
ェナーダイオード19が動作して該コンデンサ17の電圧を放電する。
【００５０】
　(5)前記第2の増幅器11は、前記(3)と(4)のように動作してPMOSFET12とNMOSFET13のドレ
イン電流はそれぞれ(c)、(d)のようになり、これらの電流により出力される電圧は、(e)
に示すように入力電圧に比例した電圧となる。
【００５１】
　(6)前記送波回路4の出力電圧は、探触子5の振動子(図示省略)に印加されて該探触子5か
ら超音波を発生して被検体に照射し、該被検体からのエコー信号を検出し、この検出信号
を受波回路6で受信する。
【００５２】
　(7)この受波回路6で受信したエコー信号は、超音波画像構成部7で処理されて超音波画
像を構成し、この構成した超音波画像及び該画像に関連する情報等を表示部8に表示して
診断に供する。
【００５３】
　(8)そして、前記コンデンサ14、17の電圧が前記ツェナー電圧以下になって、第1の増幅
器10への入力が無いアイドリング状態では、前記抵抗15、18は高抵抗になってアイドリン
グ電流は小さくなる。
【００５４】
　上記第1の実施形態による送波回路において、適切なツェナー電圧のツェナーダイオー
ド16及び19を選択することでPMOSFET12及びNMOSFET13のソースSの電位の上昇を防ぐこと
ができ、これによってドループ現象を引き起こすことなく、アイドリング電流を抑制する
抵抗15及び18を高抵抗化して静的な消費電流であるアイドリング電流を低減することが可
能となる。
【００５５】
　このように、上記第1の実施形態の送波回路を用いた超音波診断装置は、超音波探触子
の振動子に印加される送波電圧を時間が経過しても減衰させることなく一定にすることが
できるので、アイドリング電流の低減とドループ現象の防止の両立が可能となる。これに
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よって、高画質化のためチャンネル数を増加しても低消費電力化が可能となる。
【００５６】
《第2の実施形態》
　図4は、本発明の超音波診断装置に用いる送波回路4の第2の実施形態である。この送波
回路4は、図2に示した第2の実施形態のPMOSFET12及びNMOSFET13のソースSを高周波的に接
地するためのコンデンサ14、17の電圧を所定値以下に制限する電圧リミッタ回路が異なる
のみで、他は同じであるので、ここではリミッタ回路の構成とこれを用いた送波回路の動
作について説明する。
【００５７】
　図4において、正の極性の直流電源＋HVとPMOSFET12のソースSとの間に、直列に接続さ
れた抵抗31、32とコンデンサ14との並列接続体を接続し、この並列接続体と並列に、図示
のように、スイッチング素子であるPNPトランジスタ33を接続する。前記抵抗31は、前記
トランジスタ33のエミッタEとベースB間に接続され、もう一方の抵抗32は、前記トランジ
スタ33のベースBとコレクタC間に接続される。同様に、負の極性の直流電源－HVとNMOSFE
T13のソースSとの間に、直列に接続された抵抗34、35とコンデンサ17との並列接続体を接
続し、この並列接続体と並列に、図示のように、スイッチング素子であるNPNトランジス
タ36を接続する。前記抵抗34は、前記トランジスタ36のコレクタCとベースB間に接続され
、もう一方の抵抗35は、前記トランジスタ36のベースBとエミッタE間に接続される。
【００５８】
　このように構成された電圧リミッタ回路において、直列に接続された抵抗31と抵抗32は
、図2の第1の実施形態の抵抗15に相当し、直列に接続された抵抗34と抵抗35は、図2の第1
の実施形態の抵抗18に相当する。
【００５９】
　前記抵抗31と32の比、及び抵抗34と35の比は、第1の増幅器10への入力信号が無い状態
において、前記トランジスタ33及び36を非導通、すなわちベースBとエミッタE間の電圧が
閾値電圧Vbe以下になる値に設定する。
【００６０】
　次に、前記のように、抵抗31,32、34、35の抵抗値を設定することによって、ドループ
現象を防止する動作について説明する。
【００６１】
　図2のNMOSFET13側において、該NMOSFET13のソースSとドレインD間に前記第1の増幅器10
の出力電流に重畳して前記アイドリング電流が流れるのは、前記第1の増幅器10の出力電
圧(b)が正の半周期中である。この半周期の期間に、前記コンデンサ17には電荷が蓄積さ
れる。
【００６２】
　このようにして蓄積された電荷は、ソースSに接続された抵抗34、35が高抵抗のままで
ある状態においては、ほとんど放電されることなく蓄積し続けるが、抵抗35に印加される
電圧が前記トランジスタ36の閾値電圧Vbeを超えると、該トランジスタ36が導通して低抵
抗となるために、前記トランジスタ36を介してコンデンサ17に蓄積された電荷は放電され
る(放電手段)。
【００６３】
　したがって、コンデンサ17の両端電圧は、トランジスタ36の閾値電圧Vbe及び抵抗34と3
5の比により決まるある一定値以上に上昇することは無い。そして、コンデンサ17に蓄積
された電荷が放電されて、コンデンサ17の両端電圧がトランジスタ36の閾値電圧Vbe及び
抵抗34と35の比により決まるある一定値以下になった後には、再びトランジスタ36は高抵
抗の状態となりアイドリング電流は抑制される。
【００６４】
　上記NMOSFET13側と同様に、PMOSFET12側のトランジスタ33が動作して、コンデンサ14の
両端電圧はトランジスタ33の閾値電圧Vbe及び抵抗31と32の比により決まる一定値以上に
上昇することは無く、該コンデンサ14の両端電圧がトランジスタ33の閾値電圧Vbe及び抵
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抗31と32の比により決まるある一定値以下になった後には、再びトランジスタ33は高抵抗
の状態となってアイドリング電流は抑制される。
【００６５】
　このように、第2の実施形態による送波回路によれば、放電手段としてのトランジスタ
を動作させることで、PMOSFET12及びNMOSFET13のソースSの電位の上昇を防ぐことができ
、これによってドループ現象を引き起こすことなく、抵抗31、32及び34、35を高抵抗化し
て静的な消費電流であるアイドリング電流を低減することが可能となる。
【００６６】
　上記第2の実施形態の送波回路を用いた超音波診断装置は、超音波探触子の振動子に印
加される送波電圧を時間が経過しても減衰させることなく一定にすることができるので、
アイドリング電流の低減とドループ現象の防止の両立が可能となる。これによって、高画
質化のためチャンネル数を増加しても低消費電力化が可能となる第1の実施形態と同様の
効果を得ることができる。
【００６７】
《第3の実施形態》
　上記第1の実施形態及び第2の実施形態は、第1の増幅器と第2の増幅器を単に多段に接続
した回路の例であるが、本発明は、前記第2の増幅器の出力電圧を前記第1の増幅器に負帰
還する回路にも適用することができる。
【００６８】
　図5は、前記第1の実施形態における第2の増幅器の出力電圧を第1の増幅器に交流負帰還
を施した第3の実施形態の送波回路である。この送波回路4は、交流負帰還を施した第1の
増幅器10'以外は前記第1の実施形態と同じ構成の回路である。
【００６９】
　図5において、第1の増幅器10'は、演算増幅器40と、この演算増幅器40の－入力端子と
接地間に接続された抵抗41と、前記演算増幅器40の出力端子と該演算増幅器40の－入力端
子間に接続された抵抗42とにより構成され、前記抵抗41と42で前記演算増幅器40にローカ
ル負帰還をかけて広帯域化する。
【００７０】
　さらに、前記演算増幅器40の＋入力端子に抵抗43を接続し、第2の増幅器11の出力端子
と前記演算増幅器40の＋入力端子との間に直列に接続された抵抗44とコンデンサ45とを接
続して、前記抵抗44とコンデンサ45で前記第2の増幅器11の出力電圧を前記演算増幅器40
に交流負帰還する。
【００７１】
　なお、＋LV、－LVは演算増幅器40の直流電源である。
【００７２】
　このように構成することによって、ドループ現象は、前記第1の実施形態と同様に電圧
リミッタ回路が動作して防止され、歪を発生しやすい第2の増幅器であるソース接地増幅
回路を歪が発生しないように第1の広帯域・高ゲイン増幅器10'で補償することができる。
これによって、ドループ現象を生じることなく低消費電力化が可能で、かつ出力電圧に含
まれる高調波成分を低減できる送波回路とすることができる。
【００７３】
《第4の実施形態》
　図6は、前記第2の実施形態における第2の増幅器の出力電圧を第1の増幅器に交流負帰還
を施した第4の実施形態の送波回路である。
【００７４】
　この送波回路4は、交流負帰還を施した第1の増幅器10'以外は前記第2の実施形態と同じ
構成の回路である。
【００７５】
　図6において、第1の増幅器10'は、前記第3の実施形態における第1の増幅器と同じ回路
構成のローカル負帰還をかけて広帯域化した増幅器で、この増幅器に第2の増幅器11'の出
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【００７６】
　このように構成することによって、ドループ現象は前記第2の実施形態と同様に電圧リ
ミッタ回路が動作して防止され、前記第3の実施形態と同様に、歪を発生しやすい第2の増
幅器であるソース接地増幅回路を歪が発生しないように第1の広帯域・高ゲイン増幅器10'
で補償することができる。これによって、ドループ現象を生じることなく低消費電力化が
可能で、かつ出力電圧に含まれる高調波成分を低減できる送波回路とすることができる。
【００７７】
　以上、本発明について種々の実施形態について述べたが、本発明はこれらの実施形態に
限定するものではなく、本発明の要旨を逸脱しない範囲で以下のように種々変更可能であ
る。
【００７８】
　(1)ドループ現象を防止するリミッタ回路は、上記実施形態に限定するものではなく、P
MOSFET12及びNMOSFET13のソースSを高周波的に接地するためのコンデンサ14、17の電圧を
所定値以下に制限するものであれば、どのようなリミッタ回路でも構わない。
【００７９】
　(2)第2の増幅器にソース接地のMOSFETを用いたが、これにに限定するものではなく、ト
ランジスタや他の半導体を用いた相補型増幅器でも良い。
【００８０】
　(3)さらに、上記実施形態の直流電源＋HV、－HVは、正負の電圧が同じである必要はな
く、第2の増幅器の出力電圧の中心レベルに対して正の極性と負の極性を有する直流電源
でも良い。
【００８１】
　(4)上記実施形態の送波回路を用いることによって、ドループ現象を防止することがで
きるので、同一の回路構成にて連続波の送波も可能となる。したがって、本発明は、パル
ス波、連続波の両方の送波回路に適用できる。
【図面の簡単な説明】
【００８２】
【図１】本発明に係る超音波診断装置の全体構成図。
【図２】本発明に係る超音波診断装置に用いる第1の実施形態の送波回路図。
【図３】ドループ現象を説明するための図。
【図４】本発明に係る超音波診断装置に用いる第2の実施形態の送波回路図。
【図５】本発明に係る超音波診断装置に用いる第3の実施形態の送波回路図。
【図６】本発明に係る超音波診断装置に用いる第4の実施形態の送波回路図。
【符号の説明】
【００８３】
　1　超音波診断装置、2　コントロールパネル、3　制御部、4　送波回路、5　超音波探
触子、6　受波回路、7　超音波画像構成部、8　表示部、10、10'　第1の増幅器、11、11'
　第2の増幅器、12　PチャンネルMOSFET、13　NチャンネルMOSFET、14、17　高周波接地
用コンデンサ、15、18　アイドリング電流抑制用抵抗、16、19　ツェナーダイオード、20
、21　デカップリングコンデンサ、31、32、34、35　アイドリング電流抑制用抵抗、33　
PNPトランジスタ、36　NPNトランジスタ
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摘要(译)

要解决的问题：提供一种超声波诊断装置，该超声波诊断装置具有能够
减小静态功耗而不会引起下垂现象的波传输电路。 解决方案：与诊断应
用相对应的传输信号被第一放大器10放大，并且第一放大器的输出被第
二放大器11放大以驱动超声探头的换能器。 。 第二放大器11是由两组
MOSFET（P沟道MOSFET 12和N沟道MOSFET 13）组成的互补源，它
们以相对于输出电压的中心电平具有正负极性的DC电源±HV工作。 接地
放大器， 在该放大器和DC电源±HV之间，用于抑制空转电流的电阻器
（15、18）和用于将两个MOSFET的源极S高频接地的电容器（14、
17）的并联连接体。 齐纳二极管16和19反并联连接以形成电压限制器电
路。 该电压限制器电路将电容器14和17的电压限制为预定值或更小。 
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